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研究成果の概要（和文）：気候変化下における洪水災害の大規模化が懸念されるなか，氾濫を防ぐ従来の河川整
備に加えて，氾濫発生時の被害軽減策が求められている．本研究では，石川県の梯川流域を対象として，応用都
市経済モデルを用いた都市変容シミュレーションを行い，人口減少下における市街化区域面積の変更や小学校の
移転・統合といった都市計画的施策に伴う居住地移転によって，大規模洪水発生時の経済損失の軽減や要避難者
数の削減が可能であることを示した．また，既存道路を活用した仮設止水施設の設置や手取川における霞堤の整
備によって，破堤発生時の氾濫流が制御され，経済損失の削減が可能であることを示した．

研究成果の概要（英文）：There are concerns that climate change will exacerbate flood disasters. 
Thus, emphasis is placed on measures to reduce damage when inundation occurs. In this research, for 
the Kakehashi River Basin in Ishikawa Prefecture, Japan, urban transformation is simulated. Then, 
economic losses and the number of evacuees were calculated from the inundation simulation results 
and the estimated urban structure. Under the declining population, urban planning measures (changing
 the size of urbanization promotion areas, and relocating and consolidating elementary schools) 
promoted residence relocation, and it was shown that the economic losses and the number of evacuees 
in a case of large-scale flood event were reduced. Inundation simulations were also performed 
assuming the installation of makeshift flood-protection walls on existing roads and the installation
 of open levees. These facilities may control the flood flow and reduce the economic losses at the 
time of levee breach.

研究分野：水文気象学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
今後人口減少が想定される我が国で水防災に配慮した地域づくりを進めるにおいて，居住地移転によって顕著な
氾濫被害軽減が期待されることを示した本研究は，河川工学と都市計画の協働の重要性を示す意義深いものであ
る．また，既存道路における仮設止水施設の設置や霞堤による氾濫流の制御効果の有効性については，超過洪水
を念頭に置いた水災害対策を考える上で重要な知見を与えるものである．これらはいずれも今後の流域治水対策
の検討に資する成果であり，気候変化下における水災害に強い社会実現に貢献することが期待される．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
観測史上最大規模の大雨による水災害の発生や，気候変動に伴う大雨の強大化と頻度増加が懸
念されるなか，河川整備に特化した従来の治水対策に加え，破堤や越流等による氾濫発生を前提
とした氾濫制御対策と，避難等のソフト対策や地域計画も含めて被害を軽減する水災害適応型
社会の実現が不可欠である．一方，我が国における将来の人口減少下では都市構造の変化が想定
されるが，その際には効率化や環境問題に加え，防災の観点を含むことが肝要である．特に，こ
れまで人口増加やスプロールに伴い人口と財産が拡散した水害危険地域に対して，長期的な視
点から都市計画的施策を実施した場合の将来の水災害リスク変化を評価することは重要である．
これらにより，従来の河川整備と氾濫被害軽減策，都市計画的施策を合わせた，重層的なフェイ
ルセーフシステムを有する水災害適応型社会が実現される． 
 
２．研究の目的 
本研究では，既存道路に対して仮設止水施設を河川氾濫制御対策として実施することを想定し
た数値シミュレーションを実施し，低リスク地域創出の可能性や経済損失等のリスク低減効果，
避難時間確保等への有効性を検討する．また，氾濫制御対策に伴い創出される低リスク地域や将
来の人口減少，さらには水害危険地域に対する都市計画的な施策を考慮した都市変容シミュレ
ーションを実施し，高リスク地域からの撤退の実現可能性と，様々な施策等による将来のリスク
変化を評価し，水災害適応型社会実現の可能性を模索する． 
 
３．研究の方法 
（１）既存道路を活用した氾濫制御による水災害に強い地域創出の可能性評価 
破堤氾濫による被害軽減策である輪中堤や二線堤の建設には用地買収が必要となる．一部で津
波対策として整備が進められているかさ上げ道路では新たな用地買収の必要はないが，その施
工には長い期間と投資が必要となる．一方，ヨーロッパ等で使用されている組立式洪水防止壁の
ような対策を既存道路の路側帯等に実施する場合，洪水氾濫の可能性があるときのみ設置する
ため，施工の困難度も小さい．本研究では，既存道路への仮設止水施設の適用を想定した氾濫解
析を実施し，対策の有無による浸水状況の違いと，それに基づく経済損失等の洪水リスクの変化
を評価する．また，様々な仮設止水施設の設置パターンによるリスク軽減効果を比較し，既存道
路を用いた氾濫制御による水災害に強い地域創出の可能性を検討する．我が国では，組立式洪水
防止壁はほとんど広まっておらず，本研究で有効性を検討し，新たな水防災対策としての可能性
を示すことで，氾濫時の被害軽減策を有する水災害適応型社会の実現に貢献することが期待さ
れる．また，これまで取得不可能であった災害時を含む携帯電話情報によるモバイル空間統計情
報を活用して，洪水氾濫発生時の要避難者数の算定を行う．時刻ごとの人口分布に関するビッグ
データを水防災分野に応用する研究は国内外によらず独自性が高く，最新データの防災への活
用に関する新たな知見獲得が期待される． 
 
（２）人口減少を考慮した都市構造変化と水災害リスク推定 
水災害リスクや人口減少等の情報を応用都市経済モデル（Computable Urban Economic：CUE モ
デル）の入力データとして，都市構造の変化をシミュレーションする．本研究では，都市構造の
長期的変化（ストック効果）を評価可能な最先端の CUE モデルに，氾濫解析結果より推定され
る水災害リスク情報を入力とし，水災害発生時の減災可能性が都市構造に与える影響にまで踏
み込んだ都市変容シミュレーション手法の構築に取り組む．また，対象地域における将来の人口
減少を反映したシミュレーションにより，水害危険地域から比較的安全度の高い地域への移転
と，それに伴う水災害リスクの変化について算定する（図-1）．CUE モデル等によるシミュレー
ションにおいて人口減少と水災害リスクの両者を考慮した検討は例がなく，今後の水防災及び
地域づくりに新たな方法論と観点を与えるものとなる． 

 
（３）将来の都市構造変化の可能性を見据えた水防災のための都市施策評価 
将来の人口減少に伴う都市の縮退を利用した地域の災害安全度向上には，災害危険地域からの
移転を加速する施策が有効である．本研究では，時系列的な都市変容過程を追跡可能な CUE モ

図-1 人口減少及び都市計画的施策による高リスク地域からの移転と都市構造変化 



デルにおいて，氾濫解析から推定された水災害リスクの高い地域を市街化調整区域に設定する
などして，人口減少の進行とともに都市計画的施策が都市構造の変化に果たす役割の検討と，水
災害リスクの変化を評価する（図-1）．氾濫解析結果，都市計画的施策，人口減少の影響を加味
して都市構造変化後のリスク評価を行い，水災害に強い地域の実現可能性を検討するという，河
川と都市の融合的研究による水災害適応型社会実現への貢献を目指す． 
 
４．研究成果 
（１）既存道路を活用した氾濫制御施設による大規模洪水発生時の経済損失軽減効果 
石川県小松市を流れる一級水
系・梯川を対象として，既存道
路を活用した様々なパターン
の仮設止水施設の設置を想定
した氾濫解析を実施し，その氾
濫流拡大抑制効果及び経済損
失の軽減効果を検討した．仮設
止水施設を適切に配置するこ
とで氾濫流を制御し，住宅街や
商業地等の資産が集中する地
域の浸水範囲や浸水深を減少
させ，経済損失を 20%程度軽減
できるとの結果となり（図-2），
氾濫発生を想定した流域治水
対策としての仮設止水施設の
有効性が示された．一方，その設置によって被害額が増加する地域も生じることから，宅地嵩上
げ等の追加的な対策の検討や，実施にあたっての補償等に関する研究が必要である．  
 
（２）人口減少下における都市構造変化に伴う洪水氾濫発生時の経済損失変化 
石川県を流れる一級河川梯川流域において将来気候を考慮した降雨データを作成し，それを入
力とした氾濫解析を実施し，浸水深に基づいて氾濫発生時の被害額を算出した．被害額の算出に
おいては，人口減少が発生した場合の人口分布や，本研究において定義した居住誘導区域と規制
区域間での移転等に伴う都市構造の変化を仮定し，対象地域の総被害額や氾濫被害の空間分布
の変化を検討した．人口減少に伴って生じた低リスク地域内の余剰地を，高リスク地域からの移
転先として活用した場合，移転率を最大とした際には，氾濫発生時に失われる可能性のある資産
の約 40%が削減され得ることが示された（図-3）． 

人口減少下での都市構造変化について，CUE モデルを用いて推定した結果，氾濫被害額の減少

は約 14%であった．移転促進策として誘導区域と規制区域の市街化区域面積を変更させた場合

でも氾濫被害額の減少は 16%にとどまり（表-1），効果的な移転促進策検討の必要性が示された． 

 

（３）人口減少下における都市構造変化に伴う洪水氾濫発生時の要避難者数の変化 

石川県の一級河川梯川流域を対象に，気候変動を想定した降雨データを入力とした氾濫解析か

ら要避難地域を特定したのち，時間帯別の人口分布の違いを考慮して各避難所への避難者数を

算定した．また，将来起こり得る人口減少下での水災害リスクの高い地域から低い地域への移転

を想定した際の避難者数を算定した．時間帯別の避難者数は，日中の人口が増加する地域では夜

間に比べて 300 人以上増加するエリアもあり，居住者だけでなく訪問者数を定量的に評価した

避難計画の必要性が示された．人口減少下における移転は，潜在的には要避難地域の避難者数を

大幅に減少させ得る可能性を有しているとの結果を得た（図-4）．一方，CUE モデルを用いた人

図-2 仮設洪水防止壁を設定した場合の氾濫被害額変化の分布と

総変化額．単位は百万円．黒の太線が仮設洪水防止壁． 

図-3 人口減少後に規制区域（青枠）から誘導区域

（橙枠）へ移転が進んだ際の氾濫被害額の変

化．(左) 移転率 10%， (右) 移転率 73%． 

表-1 都市構造変化後の総氾濫被害額と変化率 

シナリオ 
総氾濫被害額 
（百万円） 

現在人口 93,479 

将

来

人

口 

移転なし 77,322（-17.3%） 

CUE モデル（施策なし） 80,289（-14.1%） 

CUE モデル（施策あり） 78,114（-16.4%） 

10%移転 73,845（-21.0%） 

30%移転 66,474（-28.9%） 

50%移転 62,213（-33.4%） 

最大移転（73%） 57,241（-38.8%） 



口分布推定では十分な移転が生じない結果となり，適切な移転促進策の必要性が示された．  

また，夏季休暇期間や大雨発生日など通常時とは異なる人口分布が想定される期間での要避難

者数を算定した．時間帯別避難者数は，日中の中心市街地では在住人口に比べて 2000 人以上増

加するエリアがみられた．夏季休暇期間には要避難者数がさらに増加するエリアがあり，域外か

らの訪問者数を考慮した避難計画の必要性が示された（図-5）．  

今後，避難所の収容人員や立地地点の標高といった特徴の考慮や，居住地や滞在地から避難所ま

での移動の安全性を含めたリスク評価が必要である． 

 

（４）公共施設の配置変更に伴う都市構造変化と洪水氾濫被害軽減効果 

気候変動に伴う激甚化が懸念される洪水災害

に対して，居住地誘導などの都市計画的手法

による地域づくりの重要性が高まっている．

石川県小松市の梯川周辺域を対象として，人

口減少下での小学校の移転及び統合と市街化

区域面積の変更を想定した複数のシナリオを

設定し，CUE モデルを用いて 2045 年の都市

構造変化について推定した．また，擬似温暖

化シミュレーションに基づく将来降雨を入力

とした氾濫解析による浸水深分布に基づき，

都市構造変化前後の洪水氾濫被害額を算定

し，想定した施策の水災害リスク軽減効果を

評価した．小学校の移転については最大で氾

濫被害額が 15.1%減少したが，市街化区域面

積の変更と組み合わせることで被害額の減少

率は 19.9%まで上昇し，施策の組み合わせによる相乗効果がみられた（図-6）．本成果は人口減

少下における都市計画的施策の流域治水対策としての有効性を示すものである．水災害リスク

の軽減効果を評価する一方，都市の利便性についは十分な検討がなされておらず，今後水災害に

強く，高いアメニティを有する地域を実現するための研究が必要である．  

 

（５）大規模水害発生時の浸水状況に対する支川氾濫の影響 

我が国では，一級河川の主要区間の計画規模は 1/100 から 1/200 であるのに対して，主要区間以

外ではそれを下回る計画規模が採用されることが多く，大規模洪水発生時には本川に比べて計

画規模の小さい支川からの氾濫の危険度が高い．一方，洪水浸水想定区域図においては支川氾濫

は考慮されておらず，大雨発生時の水災害リスクを適切に表現できていない可能性がある．石川

県の一級河川梯川を対象として，支川である八丁川からの氾濫を表現した氾濫解析モデルを構

築し，大規模洪水発生時の浸水状況について検討した．梯川と八丁川の両河川での破堤氾濫を仮

定した解析結果では，最大浸水深の変化は限定的であったが，浸水継続時間については，梯川単

独破堤の時と比べて広範囲での浸水が 9 時間以上にわたって長期化する結果となった（図-7）．
本成果は，今後大規模化が懸念される洪水災害発生時のリスク評価においては，本川と支川にて

破堤が発生した際の浸水状況を検討することの重要性を示すものである．また，複数河川の氾濫

を想定した検討では洪水ピーク発生時刻の違いによる浸水状況の変化の検討も不可欠である．  

図-4 一律な人口減少と移転を仮定した際の人

口の違いを考慮した各避難所での要避難

者の違い．単位は人． 

図-5 平日夜間及び平日・休日・お盆期間の日中

の要避難者数．赤色透過部分は浸水深 0.5m
以上の地域． 

図-6 ケース 3UP における人口減少下での世帯数

の増減．水色の地域は浸水発生範囲を表す． 



 

（６）複数河川の同時氾濫を考慮した水災害リスク評価 

大規模な線状降水帯等により広

範囲での水害発生が想定される

場合，複数河川の氾濫を考慮し

た水災害リスク評価が必要であ

る．本研究では，梯川とそれに隣

接する手取川での同時破堤を想

定した氾濫解析を実施し，浸水

深と氾濫流速を用いたリスクラ

ンクによる水害リスク評価を実

施した．また，各時刻の避難困難

度を求め，避難判断水位に達し

た時刻からの避難可能時間を算

定した．同時破堤が発生した場

合，二河川の影響を受ける梯川

右岸側で浸水深が大きくなっ

た．二河川の影響を受ける地域

では，両河川の水位観測所での

避難判断水位到達時刻に応じて，避難可能時間算定に用いる水位観測所を変更する必要がある

ことを示した．また，二河川の洪水波の時間差によっては，遅れて避難判断水位に到達した河川

を基準とした避難行動が必要な場合があることを示した（図-8，Case3）．  

 

（７）急流河川における霞堤を活用した氾濫被害軽減効果 

石川県の一級水系手取川を対象に，霞堤を整備

することを想定した氾濫解析を行い，破堤発生

時の氾濫制御効果及び経済損失軽減効果につ

いて評価を行った．計画規模降雨を想定した氾

濫解析結果では，破堤発生断面によっては洪水

氾濫被害額が 800 億円以上（約 87%）減少した

（図-9）．一方，霞堤整備箇所には開口部が形成

されるため，霞堤を設定した断面によっては締

め切り時には流下されていた程度の洪水時に

も氾濫が生じ，破堤しない場合にも浸水が生じ

ることとなった．計画規模と想定最大規模の中

間規模の降雨を想定した氾濫解析においても

浸水軽減効果を発揮し，1000 億円程度（約 82%）

の被害額軽減が期待できるケースも生じた．本

成果は，流域治水における氾濫発生時の被害軽

減策としての霞堤の有効性を示したものであ

る．今後は，さらに効果的な霞堤の設計や，氾

濫流の詳細な解析による氾濫流の戻し効果の

検討が求められる． 

 

図-7 氾濫解析結果による各時刻の浸水深分布．上段：梯川単独破堤，下段：二河川破堤の結果． 

図-8 梯川（埴田）と手取川（鶴来）における避難判断水位到達

時刻と，梯川と手取川の両河川の影響を受ける地域での歩

行避難困難状態となる時刻，及び避難可能時間の関係． 

図-9 計画降雨による流量ハイドロを入力とし，

左岸 9.6km で破堤が生じるとした場合の

氾濫解析結果に基づいて算定した経済損失

分布．a) 霞堤なし，b) 霞堤あり． 
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